
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

2,000,000 0 0 2,000,000

21,907,447 0 949,339 20,958,108

5,123,504 0 0 5,123,504

202,809 0 26,973 175,836

29,233,760 0 976,312 28,257,448

29,233,760 0 976,312 28,257,448

２．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　該当なし。

法　人　名：公益財団法人　婦人児童問題研究所

財務諸表に対する注記

１．継続事業の前提に関する注記

該当なし。

　　　②車両運搬具

　　　　平成１９年３月３１日以前に取得したものについては旧定率法、平成１９年４月１日以後に取得したも

　　　のについては定率法によっている。

　　　③器具・備品

　　　　平成１９年３月３１日以前に取得したものについては旧定率法、平成１９年４月１日以後に取得したも

　　　のについては定率法によっている。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　棚卸資産の評価方法は、最終仕入原価法による原価法によっている。

（３）固定資産の減価償却の方法

　　　①建物

　　　　平成１９年３月３１日以前に取得したものについては旧定率法、平成１９年４月１日以後に取得したも

　　　のについては定額法によっている。

　　　②修繕引当金

　　　　体育館等の施設整備の備えが不十分であった為に、毎期１００万円引当の実施を予定している。

（５）消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

（６）リース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　　引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

　　　④構築物

　　　　平成１９年３月３１日以前に取得したものについては旧定率法、平成１９年４月１日以後に取得したも

　　　のについては定率法によっている。　

（４）引当金の計上基準

　　　①退職給付引当金

　　　　内規退職金規定の備えが不十分であった為に、毎期１５０万円引当の実施を予定している。

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　目

基本財産

  土地（基）

　構築物

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

３．会計方針の変更

・該当なし。

　建物（基）

特定資産

　土地

小　　計

合　　計



当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に対応す

る額）

2,000,000 0 0 ―

　建物（基） 20,958,108 0 0 ―

特定資産

　土地 5,123,504 0 0 ―

175,836 0 0 ―

28,257,448 0 0 ―

28,257,448 0 0 0

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

2,000,000 2,000,000

78,080,946 57,122,838 20,958,108

5,123,504 5,123,504

384,496 208,660 175,836

174,783,494 143,581,972 31,201,522

2,258,000 1,784,718 473,282

15,069,438 14,949,650 119,788

3,628,200 2,513,126 1,115,074

281,328,078 220,160,964 61,167,114

債権金額
貸倒引当金の当期末

残高
債権の当期末残高

0 0

4,315,400 4,315,400

0 0

20,000 20,000

4,335,400 4,335,400

該当なし。

該当なし。

該当なし。

該当なし。

基本財産

  土地（基）

　構築物

小　　計

合　　計

６．担保に供している資産

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科　目

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　目

合計

９．保証債務（債務保証を主たる目的事業としている場合を除く。）等の偶発債務

該当なし。

７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　目

合計

８．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

土地（特定資産）

構築物（特定資産）

未収金

立替金

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

１１．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

１２．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

構築物

建物

建物（基本財産）

土地

車両運搬具

器具・備品

売掛金

仮払金



該当なし。

該当なし。

該当なし。

１５．重要な後発事象

１４．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

１３．関連当事者との取引の内容

関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

１６．その他

該当なし。



区分 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 期末帳簿価額

基本財産 2,000,000 0 0 2,000,000

21,907,447 0 949,339 20,958,108

23,907,447 0 949,339 22,958,108

特定資産 5,123,504 0 0 5,123,504

202,809 0 26,973 175,836

5,326,313 0 26,973 5,299,340

その他固定資産 32,938,203 0 1,736,681 31,201,522

788,802 0 315,520 473,282

359,667 0 239,879 119,788

1,198,649 0 83,575 1,115,074

74,984 0 0 74,984

35,360,305 0 2,375,655 32,984,650

目的使用 その他

1,500,000 1,500,000 0 0 3,000,000

6,000,000 1,000,000 0 0 7,000,000

車両運搬具

器具・備品

法　人　名：公益財団法人　婦人児童問題研究所

附　属　明　細　書

１．重要な固定資産の明細

（単位：円）

資産の種類

土地

構築物

特定資産計

退職給付引当金

修繕引当金

構築物

電話加入権

その他固定資産計

２．引当金の明細

（単位：円）

科　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高

土地（基）

建物（基）

基本財産計

建物


	財務諸表に対する注記

